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第10期決算ハイライトと第10期予想損益との対比第第1010期決算ハイライトと第期決算ハイライトと第1010期予想損益との対比期予想損益との対比

第第1010期決算ハイライト期決算ハイライト 第第1010期予想損益との対比期予想損益との対比

第10期決算は、第9期取得2物件（キュポ･ラ本館棟、JPR神

宮前432）の通期稼働、及び第10期新規取得の2物件（茶屋

町グランデビル、JPR武蔵小杉ビル） の収益寄与に加え、

保有物件の収益力向上等により増収増益。

一口当たり分配金は、投資口分割前（上場前に投資口1口

を2.5口に分割）のベースで17,182円。

総資産額は、第9期比5.7％増加の2,446億円。

当期末保有物件数は、2物件増加の46物件。

____________________
※ 対前期増減については、小数第2位以下を四捨五入しています。

第 10 期 第 9 期

自　2006年 7月 1日 自　2006年 1月 1日

至　2006年12月31日 至　2006年 6月30日

２４４，６９１百万円 ２３１,５２３百万円

（対前期増減　+5.7％) （対前期増減　+2.5％)

１１９，０７４百万円 １１８，８８１百万円

（対前期増減　+0.2％） （対前期増減　0.0％）

４８．７％ ５１．３％

(対前期増減　-2.6％) (対前期増減　-1.3％)

金銭の分配金総額 ３，６４２百万円 ３，４４９百万円

（一口当たり分配金） （６，８７３円） （６，５０９円）

３，４４９百万円

総　資　産　額

純　資　産　額

３，６４２百万円

８，５８８百万円

当 期 純 利 益

営　業　収　益

経　常　利　益

９，０８８百万円

３，６４３百万円

２２４，６６８円

４，３７３百万円

発行済投資口の総数 ５３０，０００口５３０，０００口

一口当たり純資産額

自己資本比率

２２４，３０４円

３，４５０百万円

営　業　利　益 ４，０２４百万円

金銭の分配金総額 ３，６４２百万円 ３，４７１百万円 １７１百万円 ３，６３０百万円

（一口当たり分配金） （６，８７３円） （６，５５０円） （３２３円） （６，８５０円）

１６４百万円

第10期損益
（実績）

営　業　収　益

経　常　利　益

発行済投資口の総数

当 期 純 利 益 ３，４７１百万円３，６４２百万円

８，９１６百万円９，０８８百万円

営　業　利　益 ４，２０９百万円４，３７３百万円

５３０，０００口５３０，０００口 －口

第10期予想損益
に対する増減

１７２百万円

１７１百万円

１７１百万円

３，４７２百万円３，６４３百万円

第10期予想損益
（第9期決算発表時）

３，６３０百万円

５３０，０００口

（参考）
2006/12/20付

修正予想

９，１４０百万円

-

３，６３１百万円
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過去5期間の業績推移過去過去55期間の業績推移期間の業績推移

営業収益は営業収益は9090億円を突破、増益傾向は継続億円を突破、増益傾向は継続

　　　　　　　　　　

(1） 「1口当たり分配金」及び「１口当たりFFO」の金額は、それぞれ各期末の「発行済投資口の総数」で除して計算。

安定的かつ成長性のある配当を継続安定的かつ成長性のある配当を継続
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（百万円）

第6期実績 第7期実績 第8期実績 第9期実績 第10期実績

営業収益 営業利益　 当期純利益

　　　　（単位：百万円）

第6期実績 第7期実績 第8期実績 第9期実績 第10期実績

営業収益 7,685 8,503 8,587 8,588 9,088

営業利益　 3,469 3,954 3,984 4,024 4,373

当期純利益 2,868 3,376 3,398 3,449 3,642
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（円）

第6期実績 第7期実績 第8期実績 第9期実績 第10期実績

一口当たりFFO (1) 一口当たり分配金(1)

（単位：円）

第6期実績 第7期実績 第8期実績 第9期実績 第10期実績

一口当たりFFO (1) 9,907 8,214 8,896 9,453 9,853

一口当たり分配金(1) 6,671 6,370 6,411 6,509 6,873

発行済投資口
の総数

430,000口 530,000口 530,000口 530,000口 530,000口
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第10期損益計算書第第1010期損益計算書期損益計算書

１．営業収益

　賃貸事業収入は、第9期取得2物件の通
期稼働で第9期比＋103百万円、第10期
取得の2物件で同＋188百万円が収益
寄与。加えて、保有物件の収益力向上
による増収分が同＋90百万円。
また、その他賃貸事業収入は、季節要
因で付加使用料が同＋136百万円とな
り、原状回復費相当額収入等は同－15
百万円となった。

１．営業収益

　賃貸事業収入は、第9期取得2物件の通
期稼働で第9期比＋103百万円、第10期
取得の2物件で同＋188百万円が収益
寄与。加えて、保有物件の収益力向上
による増収分が同＋90百万円。
また、その他賃貸事業収入は、季節要
因で付加使用料が同＋136百万円とな
り、原状回復費相当額収入等は同－15
百万円となった。

一口当たり分配金は一口当たり分配金は ６，８７３円６，８７３円

４．当期純利益金額

　上記の通り、営業収益の増加が費用の
増加を吸収し、当期純利益金額は、第9
期比＋192百万円と増益を確保。

４．当期純利益金額

　上記の通り、営業収益の増加が費用の
増加を吸収し、当期純利益金額は、第9
期比＋192百万円と増益を確保。

３．営業外損益

　営業外収益は、1-6月期に発生する管理
組合精算金収入（年1回）が剥落。
また、営業外費用では、有利子負債の
増加に加え、将来の金利上昇に備えて
長期固定化を図ったことから支払利息
は第9期比＋93百万円。

３．営業外損益

　営業外収益は、1-6月期に発生する管理
組合精算金収入（年1回）が剥落。
また、営業外費用では、有利子負債の
増加に加え、将来の金利上昇に備えて
長期固定化を図ったことから支払利息
は第9期比＋93百万円。

２．不動産賃貸事業費用

　上記１．に記載の付加使用料の見合い
となる水道光熱費が、季節要因で第9期
比＋118百万円となった。

２．不動産賃貸事業費用

　上記１．に記載の付加使用料の見合い
となる水道光熱費が、季節要因で第9期
比＋118百万円となった。

金額 百分比 金額 百分比 金額 前期比

賃貸事業収入 8,455 93.0% 8,072 94.0% 383 4.7% 

その他賃貸事業収入 600 6.6% 480 5.6% 120 25.1% 

不動産賃貸事業収益合計 ① 9,056 99.7% 8,552 99.6% 503 5.9% 

受取配当金 31 0.3% 35 0.4% -4 -12.1% 

9,088 100.0% 8,588 100.0% 499 5.8% 

公租公課 744 8.2% 745 8.7% -1 -0.2% 

諸経費 1,826 20.1% 1,706 19.9% 120 7.0% 
外注委託費 467 5.1% 456 5.3% 10 2.4% 
水道光熱費 590 6.5% 472 5.5% 118 25.0% 
保険料 34 0.4% 33 0.4% 0 1.2% 
修繕工事費 146 1.6% 165 1.9% -18 -11.4% 
管理委託料 171 1.9% 166 1.9% 4 2.8% 
管理組合費 367 4.0% 355 4.1% 12 3.4% 
その他賃貸事業費用 49 0.5% 56 0.7% -6 -12.3% 

減価償却費 1,579 17.4% 1,560 18.2% 19 1.2% 

不動産賃貸事業費用合計 ② 4,151 45.7% 4,013 46.7% 138 3.4% 
資産運用報酬 356 3.9% 350 4.1% 5 1.5% 
一般事務・資産保管委託報酬 63 0.7% 68 0.8% -5 -7.5% 
役員報酬 5 0.1% 5 0.1% － － 
信託報酬 51 0.6% 50 0.6% 1 2.8% 
その他営業費用 85 0.9% 75 0.9% 10 13.8% 

4,714 51.9% 4,564 53.1% 149 3.3% 

4,373 48.1% 4,024 46.9% 349 8.7% 

4,905 54.0% 4,539 52.9% 365 8.1% 

6,485 71.4% 6,100 71.0% 384 6.3% 

営業外収益 4 0.0% 67 0.8% -63 -93.5% 
営業外費用 734 8.1% 640 7.5% 93 14.6% 

支払利息(投資法人債利息含む) 668 7.4% 574 6.7% 93 16.3% 
融資手数料 18 0.2% 18 0.2% 0 1.5% 
投資法人債発行費償却 42 0.5% 42 0.5% 0 0.3% 
その他営業外費用 5 0.1% 6 0.1% -0 -3.3% 

3,643 40.1% 3,450 40.2% 192 5.6% 

3,643 40.1% 3,450 40.2% 192 5.6% 

3,642 40.1% 3,449 40.2% 192 5.6% 

3,642 40.1% 3,449 40.2% 192 5.6% 

（注）金額については、百万円未満切り捨て

営業利益金額

科　　　　目

営業収益

営業費用

6,873円 364円 

営
業
損
益
の
部

不動産賃貸事業損益 （①-②）

減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

（単位：百万円）

2006年1月1日～6月30日

当期（第10期） 前期（第9期）
増　　減

2006年7月1日～12月31日

税引前当期純利益金額

当期未処分利益

当期純利益金額

6,509円

経常利益金額

経
常
損
益
の
部

投資口　一口当たり分配金
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第10期予想損益との対比（詳細）第第1010期予想損益との対比（詳細）期予想損益との対比（詳細）

(1) 第10期予想損益は、第9期（2006年6月期）決算発表時に公表したものであり、第9期末保有の44物件に、茶屋町グランデビルの新規取得を加えた45物件ベースで

　　算出しています。

金額 百分 比 金 額 百 分比 金 額 予 想対 比

賃 貸 事業 収 入 8,455 93.0% 8,340 93.5% 115 1.4% 
賃料 6,790 74.7% 6,682 74.9% 108 1.6% 
共益 費 1,416 15.6% 1,411 15.8% 5 0.4% 

その 他賃 貸 事業 収 入 600 6.6% 544 6.1% 56 10.3% 
附加 使 用料 562 6.2% 523 5.9% 38 7.4% 

不 動産 賃 貸事 業 収益 合 計 ① 9,056 99.7% 8,885 99.7% 171 1.9% 

受 取配 当 金 31 0.3% 31 0.3% 0 1.5% 

9,088 100.0% 8,916 100.0% 171 1.9% 

公 租 公課 744 8.2% 743 8.3% 1 0.2% 

諸 経 費 1,826 20.1% 1,811 20.3% 15 0.8% 
外注 委 託費 467 5.1% 462 5.2% 4 0.9% 
水道 光 熱費 590 6.5% 570 6.4% 20 3.7% 
保険 料 34 0.4% 33 0.4% 0 1.8% 
修繕 工 事費 146 1.6% 157 1.8% -10 -6.7% 
管理 委 託料 171 1.9% 169 1.9% 1 1.1% 
管理 組 合費 367 4.0% 367 4.1% 0 0.0% 
その 他 賃貸 事 業費 用 49 0.5% 51 0.6% -1 -3.5% 

減 価 償却 費 1,579 17.4% 1,560 17.5% 19 1.3% 

不 動産 賃 貸事 業 費用 合 計 ② 4,151 45.7% 4,114 46.1% 36 0.9% 
資 産運 用 報酬 356 3.9% 356 4.0% -0 -0.1% 
一 般事 務 ・資 産保 管 委託 報酬 63 0.7% 74 0.8% -10 -14.3% 
役 員報 酬 5 0.1% 5 0.1% － －  
信 託報 酬 51 0.6% 52 0.6% -0 -1.0% 
その 他営 業費 用 85 0.9% 103 1.2% -17 -16.8% 

4,714 51.9% 4,706 52.8% 7 0.2% 

4,373 48.1% 4,209 47.2% 163 3.9% 

4,905 54.0% 4,770 53.5% 134 2.8% 

6,485 71.4% 6,330 71.0% 154 2.4% 

営 業 外収 益 4 0.0% 0 0.0% 3 776.1% 

営 業 外費 用 734 8.1% 737 8.3% -3 -0.4% 
支 払利 息(投資 法 人債 利 息含 む) 668 7.4% 665 7.5% 3 0.5% 

3,643 40.1% 3,472 38.9% 170 4.9% 

3,643 40.1% 3,472 38.9% 170 4.9% 

3,642 40.1% 3,471 38.9% 171 4.9% 

3,642 40.1% 3,471 38.9% 171 4.9% 

（注 ）金 額 につ いては 、百万 円 未満 切り捨 て

6,550円 323円  6,873円

（単 位：百 万 円）

2006年 7月 1日 ～12月31日

第 10期 予 想損 益計 算 書 (1)

2006年 7月 1日 ～12月31日（46物件 ）
対第 10期予 想 増減

第 10期 損 益計 算書

科　　　　目

経
常
損
益
の
部

営 業 収益

営 業 費用

営業 利 益金 額

経常 利 益金 額

営
業
損
益
の
部

不 動産 賃 貸事 業 損益  （①-② ）

減価 償 却前 賃貸 事 業利 益 （ＮＯＩ）

税 引 前当 期 純利 益金 額

当 期 純利 益金 額

当 期 未処 分利 益

投 資口 　一口 当たり分 配金
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第10期末貸借対照表第第1010期末貸借対照表期末貸借対照表 20062006年年1212月月3131日現在日現在

金額 構成比 金額 構成比 金額 前期比
流動資産 24,933 10.2% 24,345 10.5% 587 2.4% 

現金及び預金 10,653 4.4% 10,478 4.5% 174 1.7% 
信託現金及び信託預金 13,997 5.7% 13,600 5.9% 397 2.9% 
その他の流動資産 282 0.1% 266 0.1% 16 6.0% 

固定資産 219,697 89.8% 207,118 89.5% 12,579 6.1% 
有形固定資産 218,123 89.1% 205,543 88.8% 12,579 6.1% 

不動産 46,007 18.8% 38,649 16.7% 7,357 19.0% 
建物等 17,425 7.1% 15,612 6.7% 1,812 11.6% 
土地 28,581 11.7% 23,036 9.9% 5,545 24.1% 

信託不動産 172,116 70.3% 166,894 72.1% 5,222 3.1% 
建物等 63,292 25.9% 63,228 27.3% 63 0.1% 
土地 108,824 44.5% 103,665 44.8% 5,158 5.0% 

無形固定資産 5 0.0% 5 0.0% -0 -8.3% 
その他の無形固定資産 5 0.0% 5 0.0% -0 -8.3% 

投資その他の資産 1,568 0.6% 1,568 0.7% － － 
投資有価証券 1,558 0.6% 1,558 0.7% － － 
差入敷金保証金 10 0.0% 10 0.0% － － 
その他 0 0.0% 0 0.0% － － 

繰延資産 60 0.0% 59 0.0% 1 2.4% 
投資法人債発行費 60 0.0% 59 0.0% 1 2.4% 

資産の部合計 244,691 100.0% 231,523 100.0% 13,168 5.7% 

流動負債 29,741 12.2% 38,991 16.8% -9,250 -23.7% 
未払金等 1,727 0.7% 1,545 0.7% 181 11.8% 
前受金 1,014 0.4% 946 0.4% 67 7.1% 

負 短期借入金 19,500 8.0% 14,000 6.0% 5,500 39.3% 
7,500 3.1% 22,500 9.7% -15,000 -66.7% 

固定負債 95,876 39.2% 73,650 31.8% 22,226 30.2% 
債 預り敷金保証金 13,410 5.5% 12,684 5.5% 726 5.7% 

長期借入金 35,966 14.7% 18,966 8.2% 17,000 89.6% 
投資法人債 46,500 19.0% 42,000 18.1% 4,500 10.7% 
その他の固定負債 － － － － － － 

負債の部合計 125,617 51.3% 112,641 48.7% 12,975 11.5% 

出資総額 115,431 47.2% 115,431 49.9% － － 
剰余金 3,642 1.5% 3,449 1.5% 192 5.6% 

純資産の部合計 119,074 48.7% 118,881 51.3% 192 0.2% 

負債・純資産の部合計 244,691 100.0% 231,523 100.0% 13,168 5.7% 
（注）金額については、百万円未満切り捨て

純
資
産

科　　　　　　目

資
　
　
産

一年以内返済予定長期借入金

（単位：百万円）
前期（2006年6月期）当期（2006年12月期） 増　　減

（単位：百万円）
１．有利子負債残高 当期末 前期末 増減

総額 109,466 97,466 12,000 
(内訳) 無担保借入金 49,000 26,500 22,500 
          有担保借入金 13,966 28,966 -15,000 
          無担保投資法人債 46,500 42,000 4,500 

２．有利子負債比率等 当期末 前期末
 (1) 総資産有利子負債比率

① 有利子負債÷期末総資産
44.7% 42.1% 

② 有利子負債÷（期末総資産＋不動産等評価損益）
39.7% 38.9% 

 (2) 長期固定比率
長期固定金利有利子負債(※)÷有利子負債

75.3% 62.6% 
※1年以内返済・償還予定の長期借入金・投資法人債を除く

 (3) 有利子負債比率
有利子負債÷（有利子負債＋出資総額）

48.7% 45.8% 

３．コミットメントラインの状況 当期末 前期末 増減
① 借入極度額（総額） 20,000 20,000 －
② 当期末現在借入残高 － － －
③ 当期末現在未使用残高 20,000 20,000 －
④ 契約先（当期末現在）

みずほコーポレート銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、りそな銀行、
三菱ＵＦＪ信託銀行、新生銀行
※上記各行とは個別に契約

４．投資口の状況 当期末 前期末 増減
① 発行済投資口総数（口） 530,000 530,000 －
② 一口当たり純資産額（円） 224,668 224,304 364 
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90%

91%

92%

93%

94%

95%

96%

97%

98%

99%

100%

今後の稼働率の推移見込み今後の稼働率の推移見込み今後の稼働率の推移見込み

第第1010期期 第第1111期期 第第1212期期

（１）第11期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り

　　①2007年1月　　　　　：　全46物件の稼働率

　　②2007年2月以降　　：　2007年2月取得予定の立川ビジネスセンタービルを含む、全46物件の稼働率

　　③2007年3月以降　　：　2007年3月取得予定の新宿三丁目イーストビル及びライズアリーナを含む、全48物件の稼働率

　　③2007年4月以降　　：　2007年4月譲渡予定のツルミフーガ１及びＪＰＲ高松ビルを除く、全46物件の稼働率

（２）第11期の稼働率については、2007年2月13日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約しているもののみを見込む

（３）第12期の稼働率については、上記（２）に加えて一部新規テナント入居を見込む

（１）第（１）第1111期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り

　　①　　①20072007年年11月　　　　　：　全月　　　　　：　全4646物件の稼働率物件の稼働率

　　②　　②20072007年年22月以降　　：　月以降　　：　20072007年年22月取得予定の立川ビジネスセンタービルを含む、全月取得予定の立川ビジネスセンタービルを含む、全4646物件の稼働率物件の稼働率

　　③　　③20072007年年33月以降　　：　月以降　　：　20072007年年33月取得予定の新宿三丁目イーストビル及びライズアリーナを含む、全月取得予定の新宿三丁目イーストビル及びライズアリーナを含む、全4848物件の稼働率物件の稼働率

　　③　　③20072007年年44月以降　　：　月以降　　：　20072007年年44月譲渡予定のツルミフーガ１及びＪＰＲ高松ビルを除く、全月譲渡予定のツルミフーガ１及びＪＰＲ高松ビルを除く、全4646物件の稼働率物件の稼働率

（２）第（２）第1111期の稼働率については、期の稼働率については、20072007年年22月月1313日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約しているもののみを見込む日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約しているもののみを見込む

（３）第（３）第1212期の稼働率については、上記（２）に加えて一部新規テナント入居を見込む期の稼働率については、上記（２）に加えて一部新規テナント入居を見込む

（参考）全賃貸可能面積　：　337,382.05㎡（第10期末時点）

97.2%

入居・解約確定分を織り込んだ
全物件の稼働水準

予想値

98.6%

98.7%

第9期決算発表時の見込み
97.8％対比で、0.8％アップ

月末稼働率の期中平均月末稼働率の期中平均

98.398.3％％ 98.498.4％％ 98.498.4％％
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第11期の運用状況の予想第第1111期の運用状況の予想期の運用状況の予想

第11期の運用状況の予想は、「第11期運用状況の予想の前提条件」により算出したものであり、新規物件の取得又は既存物件の売却等により、実際の営業収益、経常利益、当期
純利益、一口当たり分配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。

「第11期運用状況の予想の前提条件」の詳細は、「平成18年12月期（平成18年7月1日～平成18年12月31日）決算短信」10ページ「第11期（平成19年1月1日～平成19年6月30日）運
用状況の予想の前提条件」をご参照ください。

第10期末
44物件

売却予定2物件
(第10期末保有)

川崎ダイスTMK
優先出資証券

立川ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀ
ｰﾋﾞﾙ(追加取得)

新宿三丁目
ｲｰｽﾄﾋﾞﾙ

ﾗｲｽﾞｱﾘｰﾅﾋﾞﾙ
※

合計 百分比

賃貸事業収入 8,400 130 － 57 9 37 8,636 89.0% 
その他賃貸事業収入 496 1 － 3 － － 500 5.2% 

不動産賃貸事業収益合計 ① 8,896 132 － 61 9 37 9,137 94.1% 
不動産等売却益 － 539 － － － － 539 5.6% 
受取配当金 － － 31 － － － 31 0.3% 

8,896 671 31 61 9 37 9,708 100.0% 
公租公課 770 12 － － － － 782 8.1% 
諸経費 1,764 25 － 20 3 22 1,836 18.9% 

外注委託費 444 6 － 7 1 1 462 4.8% 
水道光熱費 516 6 － 9 － － 532 5.5% 
保険料 30 0 － 0 0 0 32 0.3% 
修繕工事費 208 3 － 1 0 3 217 2.2% 
管理委託料 182 2 － 1 0 16 203 2.1% 
管理組合費 343 7 － － － － 351 3.6% 
その他賃貸事業費用 37 0 － 0 0 － 37 0.4% 

減価償却費 1,553 17 － 13 1 38 1,624 16.7% 
不動産賃貸事業費用合計 ② 4,088 56 － 33 4 61 4,243 43.7% 
不動産等売却損 － － － － － － － － 
資産運用報酬 381 3.9% 
一般事務・資産保管委託報酬 86 0.9% 
役員報酬 5 0.1% 
信託報酬 53 0.5% 
その他営業費用 94 1.0% 

4,864 50.1% 
4,843 49.9% 

4,808 76 － 27 5 -23 4,894 50.4% 
6,361 94 － 40 6 15 6,518 67.1% 

営業外収益 82 0.9% 
営業外費用 799 8.2% 

4,126 42.5% 

4,126 42.5% 

4,125 42.5% 
4,125 42.5% 

（注）金額については、百万円未満切り捨て （発行済投資口総数） （625,000口）
　※ ライズアリーナビルの賃料発生日は平成19年6月1日としています。

投資口　一口当たり分配金

経
常
損
益
の
部

不動産賃貸事業損益 （①-②）
減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

営
業
損
益
の
部

税引前当期純利益

当期純利益金額
当期未処分利益

科　　　　目

営業収益

営業費用
営業利益金額

経常利益金額

第11期予想損益計算書

2007年1月1日～6月30日

6,600円

金額 増減率

181 2.1% 
-99 -16.6% 
81 0.9% 

539 － 
-0 -1.9% 

619 6.8% 
38 5.2% 
9 0.5% 

-4 -1.1% 
-58 -9.9% 
-2 -6.4% 
70 48.0% 
32 18.8% 

-16 -4.4% 
-11 -23.0% 
44 2.8% 
91 2.2% 
－ － 
25 7.1% 
22 35.8% 
－ － 
1 2.2% 
9 10.9% 

150 3.2% 
469 10.7% 
-10 -0.2% 
33 0.5% 
78 1784.9% 
65 8.9% 

482 13.2% 

482 13.2% 

482 13.2% 
482 13.2% 

（+95,000口）

（単位：百万円）

-273円 

対第10期増減



11Japan Prime Realty Investment Corporation

【参考】第12期の不動産賃貸事業収支の見通し【参考】第【参考】第1212期の不動産賃貸事業収支の見通し期の不動産賃貸事業収支の見通し

【第12期　不動産賃貸事業収支の見通しの前提条件】

第12期の不動産賃貸事業収支の見通しは、「第12期不動産賃貸事業収支の見通しの前提条件」により算出したものであり、新規物件の取得又は既存物件の売却等により、
実際の不動産賃貸事業収益、不動産賃貸事業費用、不動産賃貸事業損益、減価償却前賃貸事業損益（ＮＯＩ）、減価償却前賃貸事業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（ＮＣＦ）は変動する可能性
があります。

項目

営業期間 第12期：平成19年7月1日～平成19年12月31日（184日）

保有資産 平成18年12月31日現在保有している既存46物件及び優先出資証券１銘柄に、平成19年2月28日取得予定の「立川ビジネスセンタービル（追加
取得）」、平成19年3月予定の「新宿三丁目イーストビル（新宿三丁目東地区第一種市街地再開発事業）」及び「ライズアリーナビル（東池袋四丁
目地区第一種市街地再開発事業）」の取得並びに平成19年4月11日予定の「ツルミフーガ１」及び「JPR高松ビル」の譲渡を前提としています。ま
た、月末稼働率の期中平均は、98.4％を見込んでいます。
なお、実際には新規物件の取得、又は既存物件の売却等により変動する可能性があります。

前提条件

第10期末
44物件

※1

川崎ダイスTMK
優先出資証券

 ※2

立川ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

(追加取得)

新宿三丁目
ｲｰｽﾄﾋﾞﾙ

ﾗｲｽﾞｱﾘｰﾅﾋﾞﾙ 合計 百分比 金額 増減率

賃貸事業収入 8,469 － 86 19 225 8,802 94.0% 165 1.9% 
その他賃貸事業収入 559 － 4 － － 563 6.0% 62 12.6% 

不動産賃貸事業収益合計 ① 9,028 － 91 19 225 9,366 100.0% 228 2.5% 
公租公課 765 － － － － 765 8.2% -17 -2.2% 
諸経費 1,869 － 28 6 45 1,949 20.8% 113 6.2% 

外注委託費 447 － 10 3 3 465 5.0% 3 0.7% 
水道光熱費 576 － 14 － － 590 6.3% 58 11.0% 
保険料 30 － 0 0 1 32 0.3% 0 1.4% 
修繕工事費 239 － 0 0 7 247 2.6% 30 14.0% 
管理委託料 184 － 2 1 32 221 2.4% 17 8.6% 
管理組合費 338 － － － － 338 3.6% -12 -3.5% 
その他賃貸事業費用 53 － 0 0 － 53 0.6% 15 41.1% 

減価償却費 1,529 － 15 2 57 1,605 17.1% -19 -1.2% 
不動産賃貸事業費用合計 ② 4,164 － 44 8 102 4,319 46.1% 76 1.8% 

4,864 － 46 11 123 5,046 53.9% 151 3.1% 
6,394 － 62 13 180 6,651 71.0% 132 2.0% 

525 － － － － 525 5.6% 91 21.0% 
5,869 － 62 13 180 6,126 65.4% 41 0.7% 

（注）金額については、百万円未満切り捨て ※1 第10期末46物件より、第11期に売却予定の「ツルミフーガ1」、「JPR高松ビル」を除いています。
※2 川崎ダイスTMK優先出資証券は、有価証券での保有となるため不動産賃貸事業収支には含まれません。

不動産賃貸事業損益 （①-②）
減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

不
動
産
賃
貸
事
業
収
支

科　　　　目

減価償却前賃貸事業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（ＮＣＦ）

（単位：百万円）

第12期予想不動産賃貸事業収支

2007年7月1日～12月31日
対第11期予想増減

資本的支出



第10期（2006年12月期）の運用状況第第1010期（期（20062006年年1212月期）の運用状況月期）の運用状況
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ハイライトハイライトハイライト

キャッシュフローの安定化キャッシュフローの安定化

ポートフォリオのテナント分散及び物件分散は更に進展ポートフォリオのテナント分散及び物件分散は更に進展

キャッシュフローの成長キャッシュフローの成長

ポートフォリオの賃料収入は、順調に増加基調を継続ポートフォリオの賃料収入は、順調に増加基調を継続

個別物件の新規賃料・継続賃料とも、東京・大阪物件を中心に上昇個別物件の新規賃料・継続賃料とも、東京・大阪物件を中心に上昇

増額改定実績の積み上げと更なる増額改定の可能性増額改定実績の積み上げと更なる増額改定の可能性

安定性重視の財務運営を継続安定性重視の財務運営を継続

有利子負債については、一層の満期分散と平均残存年数の長期化を実現有利子負債については、一層の満期分散と平均残存年数の長期化を実現

本年本年22月の投資口追加発行により、新たな成長資金（約月の投資口追加発行により、新たな成長資金（約400400億円）を調達億円）を調達

キャッシュフローの持続的成長キャッシュフローの持続的成長

投資実績投資実績

2006/122006/12末の末の資産規模は資産規模は2,224.82,224.8億円億円（取得価格ベース。以下同じ。）（取得価格ベース。以下同じ。）

中長期運用の観点から、立地優位性・将来性をより一層重視した厳選投資を実施中長期運用の観点から、立地優位性・将来性をより一層重視した厳選投資を実施

スポンサーコラボレーションによる過度な競争を回避した優良な物件の獲得スポンサーコラボレーションによる過度な競争を回避した優良な物件の獲得

コア･ポートフォリオの確立コア･ポートフォリオの確立

安定性と成長性が見込まれる東京及び主要安定性と成長性が見込まれる東京及び主要55大都市に分散大都市に分散

選別投資の推進選別投資の推進



選別投資の推進選別投資の推進選別投資の推進
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46棟

2,224.8億円
その他の契約済み物件／取得資産

　川崎ダイス特定目的会社優先出資証券（15.5億円）

　立川ビジネスセンタービル追加取得（23.0億円）

　新宿三丁目イーストビル（5.4億円）

　ライズアリーナビル（54.6億円）

契約済みの売却予定物件

　ツルミフーガ１（30.4億円）

　ＪＰＲ高松ビル（21.3億円）

2002/6 2002/12 2003/6 2003/12 2004/6 2004/12 2005/6 2005/12 2006/6 2006/12

____________________
※ 上場日は2002年6月14日です。また、金額については全て取得価格ベースで、構成比については小数第２位以下を四捨五入して記載しています。

ポートフォリオ拡大の推移ポートフォリオ拡大の推移ポートフォリオ拡大の推移

25棟

921.8億円

資産規模
（取得価格ベース）

選別投資によるコア･ポートフォリオ構築への取組み選別投資によるコア･ポートフォリオ構築への取組み

東
京
都
心
・
周
辺
部
オ
フ
ィ
ス

商
業
施
設

地
方
オ
フ
ィ
ス

売
却

安
定
的
な
外
部
成
長

ク
オ
リ
テ
ィ

の
向
上

売却物件累計　6物件 93.0億円

（14.4） （14.0）

（26.4）
（27.4） （23.4） （22.5）

（25.3） （28.3）
（30.5）

構成比（%）

（43.5） （44.0）

（42.0）

（41.2）

（47.3）
（50.8）

（50.2）
（49.4） （47.9）

（45.0）

（42.1） （42.0）

（31.6）
（31.4）

（29.3） （26.7）
（24.5）

（22.3）
（21.6）

（20.4）

（34.6）

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期
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第10期取得実績及び第11期取得予定物件第第1010期取得実績及び第期取得実績及び第1111期取得予定物件期取得予定物件

土地：分有（2.7％）　

建物：区分所有権の共有（4.3％）

土地：共有（今回29.7％⇒計46.7％）　

建物：区分所有権（今回30.6％⇒計48.0％）

土地：共有（15.9％）　

建物：区分所有権及び

区分所有権の共有（27.4％）

権利関係(持分割合）

大成建設㈱東京建物㈱大成建設㈱取得先

100％ / 4.1％100％ / 4.8％（既存8.3％⇒計5.8％）100％ / 5.2％想定稼働率 / 想定NOI利回り

540百万円2,300百万円5,467百万円 ※1取得予定金額

2007年3月2007年2月28日2007年3月取得予定日

東京都新宿区 / 商業施設東京都立川市 / 事務所東京都豊島区 / 事務所所在地 / 用途

新宿三丁目ｲｰｽﾄﾋﾞﾙ（再開発案件）立川ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ（追加取得分）ライズアリーナビル（再開発案件）物件名称

　第　第1010期取得物件　期取得物件　（立地する街の将来性へ期待）（立地する街の将来性へ期待）

茶屋町グランデビル 　物件概要　物件概要

所在地

用　途

取得価格

取得日

権利関係

取得時稼働率

NOI利回り　　　
（年換算）

：　大阪府大阪市北区

：　商業施設

：　6,000百万円

：　2006年8月30日

：　土地：所有権

　　建物：所有権

：　100％

：　4.0％（第10期実績）

　第　第1111期取得予定物件期取得予定物件

（スポンサーとの協働による取得）（スポンサーとの協働による取得）

JPR武蔵小杉ビル 　物件概要　物件概要

所在地

用　途

取得価格

取得日

権利関係

取得時稼働率

NOI利回り　　
(年換算）

：　神奈川県川崎市中原区

：　商業施設

：　7,260百万円

：　2006年9月28日

：　土地：所有権

　　建物：所有権

：　100％

：　 5.3％（第10期実績）

※1売主のテナント誘致の結果により収益性が向上した場合には、一定の算出方法により取得価格が増額となる可能性があります。
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コア･ポートフォリオの確立コア･ポートフォリオの確立コア･ポートフォリオの確立

ポートフォリオは、安定と成長が見込まれる東京及び主要ポートフォリオは、安定と成長が見込まれる東京及び主要55大都市大都市にに分散分散

22.9%

32.6%

2.4%

42.1%

地方（その他）

地方
（5大都市）

東京周辺部

東京都心

取得売却予定考慮後取得売却予定考慮後(1)(1)の分散状況の分散状況

21.1%

33.0%

3.4%

42.5%

東京都心

東京周辺部

地方
（5大都市）

地方（その他）

2006/122006/12末現在の分散状況末現在の分散状況

那覇
1棟 16億円

和歌山
1棟 17億円

東京都心・東京周辺部
27棟 1,414億円

（ツルミフーガ１ [30億円] ：売却予定）

新潟
1棟 21億円

札幌
1棟 37億円

仙台
2棟 74億円

名古屋
2棟 87億円

大阪圏
7棟 462億円

福岡
3棟 76億円

____________________
(1) 2006年12月末時点のポートフォリオをベースとして、2007年2月28日取得予定の「立川ビジネスセンタービル」及び2007年3月取得予定の「新宿三丁目イーストビル」並びに 「ライ

ズアリーナビル」を加え、2007年4月売却予定の「ツルミフーガ１」及び「ＪＰＲ高松ビル」を除いています。なお、川崎ダイス特定目的会社優先出資証券は考慮していません。

★主要6大都市以外（新潟・和歌山・
那覇）の保有3物件は、当該地域
で 立地優位性が特に高く、競争力
を有する優良物件と評価

高松
1棟 21億円

（JPR高松ビル：売却予定）

2006/122006/12末ポートフォリオ分散状況末ポートフォリオ分散状況 （取得価格ベース）（取得価格ベース）

東京（都心＋周辺部） ： 65.0%

東京＋大阪＋名古屋 ： 89.3%

東京（都心＋周辺部） ： 63.6%

東京＋大阪＋名古屋 ： 88.2%

東京（都心＋周辺部）：東京（都心＋周辺部）： 63.663.6％％

東京＋大阪＋名古屋：東京＋大阪＋名古屋： 88.288.2％％



キャッシュフローの持続的成長キャッシュフローの持続的成長キャッシュフローの持続的成長
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キャッシュフローの安定性キャッシュフローの安定性キャッシュフローの安定性

取得価額上位取得価額上位55物件物件

ポートフォリオ分散状況（月額賃料総額ポートフォリオ分散状況（月額賃料総額(1)(1)ﾍﾞｰｽ）ﾍﾞｰｽ）

____________________

(1) 月額賃料総額は、契約上の賃料・共益費・駐車場使用料・倉庫使用料・看板使用料等の合計を記載しています。

テナント分散テナント分散 : : 規模拡大規模拡大と戦略的物件入替えにと戦略的物件入替えによる大口テナントの集中よる大口テナントの集中緩和緩和

月額賃料総額別上位テナント月額賃料総額別上位テナント

2002年
6月末

2003年
6月末

2004年
6月末

2005年
6月末

2006年
6月末2002年

12月末
2003年
12月末

2004年
12月末

2005年
12月末

上位5物件の取得価格総額の比率

上位上位55物件の取得価格物件の取得価格総額の比率総額の比率

物件分散物件分散 : : 規模拡大に伴う分散効果で上位物件における収益インパクトも軽減規模拡大に伴う分散効果で上位物件における収益インパクトも軽減

28.9%
30.7%31.7%32.5%

34.9%
38.3%

44.9%46.1%47.4%48.6%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

2006年
12月末

23.8%

10.2%66.0%

内上位内上位55テナントテナント

23.8%23.8%

その他その他
（（469469テナント）テナント）

66.0%66.0%

上位上位1010テナントテナント

34.0%34.0%

※㈱西友物件別内訳（田無アスタ：6.9%、ツルミフーガ１：1.7%）

テナント名 比率

1 ㈱西友 8.6%
2 ㈱ロフト 4.6%
3 タワ－レコ－ド㈱ 4.0%
4 新宿スクエアタワー管理㈱ 3.5%
5 エー・ビー・シー開発㈱ 3.1%
6 ㈱イトーヨーカ堂 2.3%
7 岩谷産業㈱ 2.2%
8 ㈱損害保険ジャパン 2.1%
9 ユーエフジェイセントラルリース㈱ 2.0%
10 監査法人トーマツ 1.6%

34.0%

物件名称 取得金額（百万円） 比率

1 兼松ビル 16,276 7.3%
2 JPR梅田ロフトビル 13,000 5.8%
3 JPR渋谷タワ－レコ－ドビル 12,000 5.4%
4 ビッグス新宿ビル 11,821 5.3%
5 MS芝浦ビル 11,200 5.0%

64,297 28.9%
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6,388

7,097 7,340
7,792

8,072
8,455 8,636 8,802

5,2215,1495,0775,0494,9724,8954,962

2003年12末
ポートフォリオ

25物件

5,055

103.3

101.9

100.4

99.9

98.4

96.8

98.2

100.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 第12期

（百万円）

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

全体ポートフォリオにおける賃料収入合計額（左軸）
平成15年12月末から有する物件ポートフォリオ（25物件）の賃料収入合計額（左軸）
平成15年12月末から有する物件ポートフォリオ（25物件）の賃料収入合計額変化率（右軸）

変化率（％）

2004年12月期2004年6月期 2005年12月期 2006年6月期 2006年12月期2005年6月期 2007年6月期 2007年12月期

キャッシュフローの成長性　“賃料収入の推移”キャッシュフローの成長性　キャッシュフローの成長性　““賃料収入の推移賃料収入の推移””

賃料収入賃料収入(1)(1)は第７期（２００５年６月期）を底に回復傾向は第７期（２００５年６月期）を底に回復傾向

____________________

(1) 本賃料収入は、賃料、共益費、駐車場使用料等のテナントとの契約に定められている定額分の収入実績を示しています。

(2) 第4期（2003年12月期）末現在保有25物件とは、第4期（2003年12月期）末現在において保有する32物件より、2005年3月売却のJPR池袋ビル、JPRパークウェスト高松及びJPRス
クエア博多イースト・ウェスト、2005年9月売却のSK広島ビル、2005年11月売却のパークイースト札幌並びに2007年4月売却予定のツルミフーガ１及びJPR高松ビルを除いたもので
す。

ポートフォリオ全体及び第ポートフォリオ全体及び第44期（期（20032003年年1212月期月期))末現在保有の末現在保有の2525物件物件(2)(2)ベースでの賃料収入の推移ベースでの賃料収入の推移



21Japan Prime Realty Investment Corporation

キャッシュフローの成長性　“新規賃料及び継続賃料の上昇”キャッシュフローの成長性　キャッシュフローの成長性　““新規賃料及び継続賃料の上昇新規賃料及び継続賃料の上昇””

オフィスの継続賃料増額改定実績オフィスの継続賃料増額改定実績

オフィス新規テナント入替率オフィス新規テナント入替率

オフィス（東京・大阪・名古屋）の賃料増額改定の余地オフィス（東京・大阪・名古屋）の賃料増額改定の余地

第第1010期以降の平均賃料単価を上回る入居件数期以降の平均賃料単価を上回る入居件数3030件の内、件の内、
　　賃料単価最大増加額：　　　賃料単価最大増加額：　5,7465,746円円//坪（増加率坪（増加率35.4%35.4%））

　　全　　全3030件の平均増加率：　件の平均増加率：　17.917.9％（％（1010期実績期実績2020件平均：件平均：10.810.8％）％）

継続賃料は特に東京都心で上昇継続賃料は特に東京都心で上昇
　　最大増加額：　約　　最大増加額：　約33百万円百万円//月月

　　最大増加率：　約１　　最大増加率：　約１88％％　　

第第1111期・第期・第1212期で増額余地のある契約期で増額余地のある契約
　　第　　第1111期（期（20072007年年 66月期）：　月期）：　58/8958/89件　約件　約2929百万円百万円//月月

　　第　　第1212期（期（20072007年年1212月期）：　月期）：　45/7245/72件　約件　約2323百万円百万円//月　月　

賃料増額への取組み賃料増額への取組み

増額改定時のインセンティブフィーを導入してＰＭ会社の士気を高め、より高額な増額改定を狙う増額改定時のインセンティブフィーを導入してＰＭ会社の士気を高め、より高額な増額改定を狙う

現行マーケット水準より高めの基準賃料を策定し、より賃料の高い新規テナントの誘致や賃料増額改定を狙う現行マーケット水準より高めの基準賃料を策定し、より賃料の高い新規テナントの誘致や賃料増額改定を狙う

____________________
上記オフィスの契約件数には倉庫を除外しております。

※契約更改到来件数には各期の契約更改を迎える件数に契約期間中
に増額改定を決定した件数を合算しています。

※契約更改到来件数は各期中に契約の更改期となるもので、既に増額
改定を決定しているものを除いています。
※マーケット水準とはIDSS（生駒データサービス）に依頼した2006年12月
期JPR物件調査資料に基づいてます。

※入替率は各期の入居・退去面積の内、小さい面積を入替面積とし、これを
期末総賃貸面積（オフィス）で除して算出しています。

（単位：㎡）
オフィスの新規賃料上昇の実績オフィスの新規賃料上昇の実績

直近期は期中平均稼働率が上昇し、入替率は減少直近期は期中平均稼働率が上昇し、入替率は減少

06/12期 07/06期以降

入居件数 33 14

　内第9期物件別平均賃料単価を上回る件数 20 10

07/06期分 07/12期分

契約更改到来件数（増額決定分は除く） 89 72

　内マーケット水準未満の件数 58 45

　同上割合 65% 63%

　マーケット水準との差額（月額ベース） 29百万円 23百万円

04/12期 05/06期 05/12期 06/06期 06/12期
入 居 面 積 17,159 10,144 10,395 8,313 5,218
退 去 面 積 -10,253 -10,649 -7,470 -5,787 -3,555

入 替 率 5.3% 5.3% 4.0% 3.0% 1.9%

06/12期
実績

07/06期
確定分

07/12期
確定分

契約更改到来件数 116 174 135

増額改定決定件数 7 37 7

増額改定決定割合 6.0% 21.3% 5.2%

増加賃料（月額ベース） 1百万円 9百万円 4百万円
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リニューアルによる競争力の強化事例　～リニューアルによる競争力の強化事例　～JPRJPRブランド戦略の実践～ブランド戦略の実践～

ＪＰＲ博多ビル　空調改修工事実施（第９期～第１２期）ＪＰＲ博多ビル　空調改修工事実施（第９期～第１２期）

快適性・利便性の高まり快適性・利便性の高まり

ビルの競争力が大幅に向上ビルの競争力が大幅に向上

ＪＰＲ博多ビル　月額賃料（共益費込）と稼働率の推移ＪＰＲ博多ビル　月額賃料（共益費込）と稼働率の推移（※）（※）

81.5%

88.7% 98.8%

15,000

18,000

21,000

24,000

27,000

30,000

第9期(2006/06)末 第10期(2006/12)末 第11期(2007/06)末(予想)

月額賃料（千円）

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

稼働率

ビル空調管理

システム

換気関連機器

室外ユニット

室内ユニット

制　御制　御

各階別空調から個別空調へ各階別空調から個別空調へ

当該ビルのテナント満足度調査で個別空調化の当該ビルのテナント満足度調査で個別空調化の
ニーズが第ニーズが第11位に。位に。

天井カセット形室内ユニットを天井カセット形室内ユニットを11フロアにフロアに2222台設置台設置

　【賃貸面積約　【賃貸面積約2020㎡ごとに空調制御可能（㎡ごとに空調制御可能（2424時間　時間　
　　　対応・冷暖房フリー）な空間を実現】　　　対応・冷暖房フリー）な空間を実現】

各階別空調機の撤去により生まれたスペースに　各階別空調機の撤去により生まれたスペースに　
　ついて喫煙室への転用を計画　ついて喫煙室への転用を計画

第９期末に比して、稼働率は第９期末に比して、稼働率は17.317.3％上昇％上昇

第９期実績に比して、第第９期実績に比して、第1111期末の月額賃料期末の月額賃料
収入（共益費込）は約収入（共益費込）は約384384万円増加見込み万円増加見込み

____________________
※1　各期の稼働率及び月額賃料は期末における数値を記載
※2　各期の月額賃料は賃貸借契約ベースで記載し、第11期は予想数値を記載
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796 179

-304 -4,013 -8,323 -7,451 -3,868

10,582

19,230

31,243

-10,000

-5,000

0

5,000

10,000
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02/06期 02/12期 03/06期 03/12期 04/06期 04/12期 05/06期 05/12期 06/06期 06/12期

鑑定評価額と帳簿価額との差額の推移鑑定評価額と帳簿価額との差額の推移鑑定評価額と帳簿価額との差額の推移

鑑定評価額と帳簿価額の差額（含み益）増加鑑定評価額と帳簿価額の差額（含み益）増加

（百万円）

第1期末 第2期末 第3期末 第4期末 第5期末 第6期末 第7期末 第8期末 第9期末 第10期末

02/06期 02/12期 03/06期 03/12期 04/06期 04/12期 05/06期 05/12期 06/06期 06/12期

物　件　数 25 27 30 32 38 42 42 42 44 46

期末評価額（百万円） 93,167 94,413 125,207 135,211 155,061 171,526 191,905 210,601 224,773 249,366

帳簿価額（百万円） 92,371 94,234 125,511 139,224 163,384 178,977 195,773 200,019 205,543 218,123

差額（含み益：百万円） 796 179 -304 -4,013 -8,323 -7,451 -3,868 10,582 19,230 31,243

含　み　率 0.9% 0.2% -0.2% -2.9% -5.1% -4.2% -2.0% 5.3% 9.4% 14.3%
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財務面では安定性重視の運営を継続、今後もバランスの取れた負債構造を目指す財務面では安定性重視の運営を継続、今後もバランスの取れた負債構造を目指す

安定性を重視した財務戦略安定性を重視した財務戦略安定性を重視した財務戦略

取得格付の状況取得格付の状況 有利子負債の状況有利子負債の状況

※2006年11月にMoody’sの格付はA3からA2に引き

　　上げられました。。

投資法人債（投資法人債（2020年債）の発行年債）の発行

＜発行概要＞

第7回無担保投資法人債

発行額：45億　利率：2.9％

償還期限：2026年12月14日

満期分散の状況満期分散の状況
（億円）

長期借入金 投資法人債短期借入金

（期）2007年
6月/12月

2008年
6月/12月

2009年
6月/12月

2010年
6月/12月

2012年
6月/12月

2013年
6月/12月

2011年
6月/12月

2014年
6月/12月

50.050.0

50.0

70.0

100.0100.0

44.047.847.8

130.0
75.0

50.065.0

2026年
12月

60.0

10.0

40.0
45.060.0

Ｒ＆Ｉ（発行体格付） Ａ＋

Ｍｏｏｄｙ'ｓ（発行体格付） Ａ２

Ｓ＆Ｐ（長期発行体格付） Ａ－

長期固定比率 75.3%

長期有利子負債平均残存年数 5.1年

長期有利子負債平均利率 1.6%

有利子負債平均利率 1.3%

有利子負債比率 48.7%

※有利子負債比率：出資総額ベース

※短期借入金※短期借入金195195億円（億円（130+65130+65）は）は20072007年年22月月1616日に返済日に返済
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オファリングによる物件取得余力の拡大オファリングによる物件取得余力の拡大

新投資口追加発行及びｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによる売出しの概要新投資口追加発行及びｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによる売出しの概要新投資口追加発行及びｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによる売出しの概要

オファリング後の物件取得余力オファリング後の物件取得余力

有利子負債比率の推移有利子負債比率の推移

出資総額：569億円

出資総額：1,154億円

出資総額：891億円

2002年
6月末

2003年
6月末

2004年
6月末

2005年
6月末

2006年
6月末

2002年
12月末

2003年
12月末

2004年
12月末

2005年
12月末

　　有利子負債比率＝有利子負債額÷（有利子負債額＋出資総額）×100　

（億円）

2006年
12月末 オファリング後

出資総額：1,567億円（上限）

2007年3月　6日（火）第三者割当分申込期間

2007年3月　7日（水）第三者割当分払込期日

2007年1月30日（火）～2月　1日（木）募集・売出期間

2007年2月　6日（火）払込期日

2007年2月　7日（水）投資証券交付日

※第三者割当分については、申込期間に申込みがない場合、発行打切り

2007年1月29日（月）条件決定日

2007年1月23日（火）～29日（月）ブックビルディング

2007年1月17日（水）発行決議（ローンチ）

オファリングスケジュール

90,000口発行新投資口数

449,820円（ディスカウント率 2.0％）募集・売出価格

625,000口（オファリング前 530,000口）

※第三者割当分5,000口が全て発行された

場合

オファリング後の

発行済投資口総数

5,000口（上限）
第三者割当による

発行新投資口数

5,000口（全投資口行使）オーバーアロットメント

42,732,900,000円

（オーバーアロットメント分を含む）

オファリング総額

オファリング概要

有利子負債比率（％） 取得余力

50 約800億円

55 約1,100億円
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【参考】マーケットコメント【参考】マーケットコメント

日本プライムリアルティ投資法人、着実な業績拡大評価、幅広い投資家層を集める日本プライムリアルティ投資法人、着実な業績拡大評価、幅広い投資家層を集める

日本プライムリアルティ投資法人（ＪＰＲ）が発行する新投資口（9万口＋オーバーアロットメント5000口、発行価格44万9820円）の
払込が６日に終了した。ディスカウント率は仮条件（2～4％、1％刻み）の下限の２％でプライシングされた。主幹事はみずほ証券
とメリルリンチ日本証券が務めた。

ＪＰＲの公募増資は、上場後では０３年７月（14万400口）、０５年２月（10万口）に続く３回目。特に、今回は昨年末から新年にかけ
東証リート指数が連日の新高値に沸く中でのファイナンスとなり、「幅広い投資家層から非常に良好な需要が集まった」（関係者）
という。ブックビルディングの倍率は全体で８倍超。特に、機関投資家からの倍率は２０倍を超えたもよう。

02年６月上場の銘柄で長めのトラックレコードがあるうえに、時価総額は全リート中、５位の地位を占める。市場には「買い安心感
があり、リート投資には欠かせない銘柄」（同）との認識が強い。この中、海外からの優良投資家も含め高い人気を集めた。ロード
ショーでは、３チームに分かれ６営業日をかけて７０社を訪問している。

オフィスビルと商業施設に投資する複合型リート。今回のファイナンスは借入金の返済と新たな特定資産の取得に充当する。具
体的には、東京都内の「立川ビジネスセンタービル（追加取得分）」と「新宿三丁目イーストビル」「ライズアリーナビル」の取得を予
定している。一方、「ツルミフーガ１」と「ＪＰＲ高松ビル」の売却を予定。有利子負債比率は１月中旬時点の４８．７％が、今６月末
には３５％へと低下する見込みだ。

第１０期（2006年7月～12月）の決算発表は今月１９日に予定されているが、昨年１２月時点では経常利益は、従来予想の３４億７
２００万円が３６億３１００万円に修正されている。一口当たり分配金も６５５０円の予想から６８５０円に増額された。１月中旬に発
表された第１１期（2007年1月～6月）の業績見通しでは、新規物件の寄与もあり経常利益は４０億９４００万円と増益基調を続ける
見通しだ。

資産規模は前期末時点で４６物件、約２２２４億円。今期は同じく４６物件、２２５６億円に達する見通し。優良不動産の物件取得
競争の激化も響き、「２００６年１２月までに資産規模３０００億円」という外部成長目標はかなわなかったが、「あくまで無理はせず
物件を吟味していく。目標は２００８年中までに達成できればと考えている」（発行体）としている。

（THOMSON Deal Watch 2007年2月7日）



今後の投資・運用戦略今後の投資・運用戦略今後の投資・運用戦略
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今後の投資・運用方針今後の投資・運用方針

質を重視した量的拡大運用質を重視した量的拡大運用

（継続的な資産規模の拡大）（継続的な資産規模の拡大）

徹底したコンプライアンス重視と徹底したコンプライアンス重視と

リスク管理に基づく投資運用態勢リスク管理に基づく投資運用態勢

の強化の強化

一口当たり分配可能利益（一口当たり分配可能利益（EPSEPS））の成長の成長

6,0006,000円台の安定配当から円台の安定配当から7,0007,000円台へのステップアップを目指す円台へのステップアップを目指す

東京・大阪・名古屋の東京・大阪・名古屋の33大都市圏大都市圏

に所在するオフィスを中心としたに所在するオフィスを中心とした

賃料収入増加による内部成長賃料収入増加による内部成長

メインスポンサーである東京建物とのコラボレーションの強化　⇒　実績の積み上げへメインスポンサーである東京建物とのコラボレーションの強化　⇒　実績の積み上げへ

大成建設が参画する開発案件の組入れ　⇒　安定的かつ継続的なパイプライン大成建設が参画する開発案件の組入れ　⇒　安定的かつ継続的なパイプライン
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投資環境と投資物件選定の指針投資環境と投資物件選定の指針

投資環境投資環境

日本不動産市場へのグローバルな資金の流入もあって、キャップレートは低水準に留まる。引き続き、物件取得における日本不動産市場へのグローバルな資金の流入もあって、キャップレートは低水準に留まる。引き続き、物件取得における

　厳しい状況が継続。　厳しい状況が継続。

物件取得情報件数の推移物件取得情報件数の推移

オフィスオフィス

商業施設商業施設

商業施設商業施設

オフィスオフィス

繁華性の高い地域に立地するマルチテナント型商業施設繁華性の高い地域に立地するマルチテナント型商業施設

周辺地域の開発で将来的に価値向上が期待される商業施設周辺地域の開発で将来的に価値向上が期待される商業施設
中長期的に賃料上昇等が期待できる物件

スポンサーとの連携によって取得が可能な優良物件スポンサーとの連携によって取得が可能な優良物件一定の利回りの確保が可能な物件

短期的に賃料上昇等が期待できる物件
東京都心の一定の設備水準を備えた中規模以上のオフィスビル東京都心の一定の設備水準を備えた中規模以上のオフィスビル

東京周辺部及び大阪市等地方主要都市における大型オフィスビル東京周辺部及び大阪市等地方主要都市における大型オフィスビル

投資物件選定の指針投資物件選定の指針

5

86

12

74

第8期
検討件数入手件数

07138内開発物件

5565297オフィス

9

4

7474119計

182222商業

第10期
第9期第7期用途別

引き続き、立地・将来性を重視した「厳選投資」を継続引き続き、立地・将来性を重視した「厳選投資」を継続

9

5

27

78

第7期

12

10

20

32

第9期

8

13

22

43

第8期

その他

大阪・名古屋

東京周辺部

東京都心

地域別

016

414

320

224

検討件数入手件数

第10期
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現在の投資物件検討状況現在の投資物件検討状況

既存物件の検討状況既存物件の検討状況

開発型案件開発型案件(1)(1)　　の検討状況の検討状況

東京・大阪・名古屋の投資ウエイト（現在約東京・大阪・名古屋の投資ウエイト（現在約9090％）が上昇する見通し％）が上昇する見通し

00　地　方　地　方

01大阪・名古屋大阪・名古屋

11　東京　東京都心都心

約220億円約600億円　　想定投資額想定投資額

25　東京周辺部　東京周辺部

商業施設商業施設オフィスオフィス

0031大阪・名古屋大阪・名古屋

0

0

0

20112011年年以降以降地域別地域別

011　東京　東京都心都心

010　地　方　地　方

000　東京周辺部　東京周辺部

20102010年年20092009年年20082008年年

0

0

20112011年年以降以降用途別用途別 20102010年年20092009年年20082008年年

010　商業施設　商業施設

042　オフィス　オフィス

7物件

約1,000億円

想定想定件数及び投資額件数及び投資額

____________________
(1) 上記開発型案件には、取得契約締結済の物件を含めておりません。
(2) 上記検討状況は、2007年2月9日現在の検討状況を記載しています。

　　20072007年に入り、検討可能な優良物件が増加傾向年に入り、検討可能な優良物件が増加傾向

　左記検討物件の大半は　左記検討物件の大半は20072007年年33月末クローズ予定月末クローズ予定

　　物件　　物件

　現在、東京周辺部の商業施設について、契約締結　現在、東京周辺部の商業施設について、契約締結

　　に向け調整中　　に向け調整中
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今後の投資戦略とポートフォリオのイメージ今後の投資戦略とポートフォリオのイメージ

ｽﾎﾟﾝｻｰﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝによる物件取得実績ｽﾎﾟﾝｻｰﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝによる物件取得実績

資産規模資産規模3,0003,000億円のポートフォリオイメージ億円のポートフォリオイメージ

出資総額ベースの出資総額ベースのLTVLTVの上限をの上限を5555％とした場合の取得余力　【約％とした場合の取得余力　【約1,1001,100億円】億円】　　　　

スポンサーからの取得スポンサーからの取得

1818件　件　639639億円億円

スポンサー仲介スポンサー仲介

1313件　件　716716億円億円

28.328.3％％

31.731.7％％

40.040.0％％

その他その他

2020件　件　902902億円億円

相対取引による物件取得実績相対取引による物件取得実績

相対取引による取得相対取引による取得

3838件　件　1,4701,470億円億円
入札取引による取得入札取引による取得

1313件　件　786786億円億円

65.165.1％％

34.934.9％％

____________________
(1) 上記取引件数及びその比率は、2007年2月20日現在保有する物件群の取引に取得予定の3物件の取引を加え、売却予定の2物件の取引を控除して、取得価格ベースで算出
(2) 上記取引件数は、同一物件を追加取得した場合の取引を、１取引としてカウント

東京都心・東京周辺部東京都心・東京周辺部

6565～～7575％程度％程度大阪・名古屋大阪・名古屋

2020～～3030％程度％程度

その他地方都市　その他地方都市　55％程度％程度

地域別地域別 用途別用途別

オフィスオフィス

6565～～7575％程度％程度

商業施設商業施設

2525～～3535％程度％程度

資産規模資産規模3,0003,000億円に到達後、ポートフォリオにおける目標投資比率を再検討億円に到達後、ポートフォリオにおける目標投資比率を再検討

スポンサーパイプラインの強化による相対取引での追加物件取得に注力スポンサーパイプラインの強化による相対取引での追加物件取得に注力



参考資料参考資料参考資料
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第10期金銭の分配に係る計算書第第1010期金銭の分配に係る計算書期金銭の分配に係る計算書

第第1010期期　金銭　金銭の分配の分配にに係る計算書係る計算書

第第99期期決算決算発表時発表時のの第第1010期期業績業績予想との比較予想との比較

決算数値 ① 9,088百万円 3,643百万円 3,642百万円 6,873円

前期決算発表時（2006/8）の予想 ② 8,916百万円 3,472百万円 3,471百万円 6,550円

前期決算発表時予想との差異 ③=①-② 172百万円 171百万円 171百万円 323円

前期決算発表時予想との差異 ④=③/② 1.9% 4.9% 4.9% 4.9%

（参考）2006/12/20付　修正予想 9,140百万円 3,631百万円 3,630百万円 6,850円

１口当たり分配金当期純利益経常利益営業収益項　　目

1.

2.

3.

4.

197,136円

発行済投資口の総数 530,000口 530,000口

次期繰越利益 75,352円

NO.
前期（第9期）

2006年1月1日～2006年6月30日

当期（第10期）

3,642,765,352円

（投資口1口当たり分配金の額） (6,509円)

2006年7月1日～2006年12月31日

分配金 3,449,770,000円3,642,690,000円

(6,873円)

科　　目

当期未処分利益 3,449,967,136円
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投資主構成（所有者別投資口数の推移）投資主構成（所有者別投資口数の推移）投資主構成（所有者別投資口数の推移）

50,975口
43 ,7 49口

71 ,1 14口 66 ,421口 66 ,4 38口
78 ,077口 65 ,324口 56 ,832口

333 ,697口

144 ,044口

224 ,870口
241 ,691口 259 ,891口

338 ,1 45口 333 ,491口337 ,488口

73 ,3 81口

69 ,693口

87 ,4 74口 75 ,298口
72 ,727口

77 ,2 14口

74 ,030口
74 ,822口

71 ,947口

32 ,114口

46 ,5 42口 46 ,590口
30 ,944口

36 ,564口
52 ,366口 65 ,6 47口

15 .1%
16 .5% 15 .4% 15 .5% 14 .7% 12 .3% 10 .7% 9 .6%

63 .0%

49 .7%

52 .3 %
56 .2% 60 .4%

63 .8% 63 .7 % 62 .9%

24 .1%

20 .3% 17 .5%
16 .9%

14 .6%
14 .1 %

14 .0% 13 .8 %

11 .1%

10 .8% 10 .8% 7 .2%

6 .9% 9 .9% 12 .4% 13 .6%

0口

100,000口

200,000口

300,000口

400,000口

500,000口

2003/6末 2003/12末 2004/6末 2004/12末 2005/6末 2005/12末 2006/6末 2006/12末

個人・その他（保振含む） 金融機関（証券会社含む） その他の国内法人 外国法人等

530 ,000口

430 ,000口

発行済投資口総数

289 ,6 00口

530 ,0 00口

430 ,000口

530 ,0 00口

430 ,000口

530 ,000口

________________________________________
※上記各比率は、小数点第2位以下を四捨五入しています。

外国法人等及び信託銀行の保有投資口数が増加し、その他の国内法人、個人・その他は減少外国法人等及び信託銀行の保有投資口数が増加し、その他の国内法人、個人・その他は減少

内、信託銀行の

保有投資口数

9.2％

26,634口

内、信託銀行の

保有投資口数

10.2％

43,779口

内、信託銀行の

保有投資口数

13.4％

57,769口

内、信託銀行の

保有投資口数

16.2％

69,666口

内、信託銀行の

保有投資口数

20.3％

107,342口

内、信託銀行の

保有投資口数

22.5％

119,104口

内、信託銀行の

保有投資口数

22.9％

121,481口

201201名名

148148名名

（内、信託（内、信託
銀行銀行 77名）名）

204204名名

15,05115,051名名

投資主数投資主数
15,60415,604名名

内、信託銀行の

保有投資口数

24.5％

129,658口
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主要な投資主主要な投資主主要な投資主

氏名又は名称 所有投資口数

発行済投資口
総数に対する
所有投資口数

の割合※

氏名又は名称 所有投資口数

発行済投資口
総数に対する
所有投資口数

の割合※

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行
株式会社（信託口）

42,643口 8.05%
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行
株式会社（信託口）

42,221口 7.97%

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口）

39,024口 7.36%
日興シティ信託銀行株式会社
（投信口）

35,340口 6.67%

東京建物株式会社 29,300口 5.53% 東京建物株式会社 29,300口 5.53%

学校法人川崎学園 25,000口 4.72% 学校法人川崎学園 25,000口 4.72%

明治安田生命保険相互会社 24,000口 4.53% 明治安田生命保険相互会社 24,000口 4.53%

資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

23,791口 4.49%
資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

19,919口 3.76%

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

17,801口 3.36%
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

18,476口 3.49%

ｴｲｱｲｼﾞｰ･ｽﾀｰ生命保険株式会社
一般勘定　（常任代理人 ｼﾃｨﾊﾞﾝｸ,
ｴﾇ･ｴｲ東京支店）

13,190口 2.49%
ｴｲｱｲｼﾞｰ･ｽﾀｰ生命保険株式会社
一般勘定　（常任代理人 ｼﾃｨﾊﾞﾝｸ,
ｴﾇ･ｴｲ東京支店）

13,190口 2.49%

株式会社北洋銀行 11,763口 2.22% 株式会社泉州銀行 10,568口 1.99%

株式会社広島銀行 10,298口 1.94% 株式会社広島銀行 9,355口 1.77%

合　　　　　計 236,810口 44.68% 合　　　　　計 227,369口 42.90%

第10期（2006年12月期） 第9期（2006年6月期）

________________________________________
※発行済投資口総数に対する所有投資口数の割合は、小数第3位以下を四捨五入しています。
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180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

420,000

440,000

460,000

480,000

2002年6月 2002年12月 2003年6月 2003年12月 2004年6月 2004年12月 2005年6月 2005年12月 2006年6月 2006年12月

東京証券取引所上場
2002/6/14

公募・売出価格　200,000円
発行・売出口数　182,000口

公募増資、追加上場
2003/7/15

公募・売出価格　237,160円
発行・売出口数　144,400口

投資法人債発行
2004/2/12

発行総額　220億円
発行年限　4年、6年、10年

（円）

投資法人債発行
2004/11/4

発行総額　200億円
発行年限　5年、7年、10年

公募増資、追加上場
2005/2/2

公募・売出価格　272,440円
発行・売出口数　100,000口

MSCI Standard Index
新規採用決定

2005/5/13

公募増資、追加上場
2007/2/7

公募・売出価格　449,820円
発行・売出口数　  95,000口

投資法人債発行
2006/12/14

発行総額　45億円
発行年限　20年

上場来上場来の軌跡と投資口価格のの軌跡と投資口価格の推移推移　　　　　　　　　　　　　　（（20022002年年66月月1414日～日～20072007年年22月月99日日））

第6期
04年12月期

6,671円

決算期

一口当り
分配金

第1期
02年6月期

2,545円

第2期
02年12月期

6,912円

第3期
03年6月期

6,873円

第4期
03年12月期

5,738円

第5期
04年6月期

6,081円

第7期
05年6月期

6,370円

投資口価格（終値） 453,000円（2007/2/9）
上場来高値（取引値）478,000円（2007/1/24）　
上場来安値（取引値）199,000円（2002/6/14）

2002年上場時公募・売出価格

2003年増資時公募・売出価格

2005年増資時公募・売出価格

第8期
05年12月期

6,411円

第9期
06年6月期

6,509円

2007年増資時公募・売出価格

第10期
06年12月期

6,873円
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第第1010期期物件別ＮＯＩ利物件別ＮＯＩ利回り（東京都心・東京周辺部）回り（東京都心・東京周辺部） 20062006年年77月月11日～日～1212月月3131日日

商業施設事務所 事務所 商業施設

東京周辺部東　京　都　心

タイプ

地域区分

4.0%

5.3%

6.5%

4.4%

4.2%

6.9%

6.0%

5.1%

5.4%

6.2%

4.6%

5.2%

9.3%

5.1%

3.8%
3.8%

4.6%

6.4%

5.9%

10.5%

7.6% 8.2%

8.3%

9.9%

7.5%
7.9%

5.3%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%
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R
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レ
ス
ト
竹
橋
ビ
ル

Ｍ
Ｓ
芝
浦
ビ
ル

五
反
田
フ
ァ
ー
ス
ト
ビ
ル

福
岡
ビ
ル

J
P
R
市
ヶ
谷
ビ
ル

オ
ー
バ
ル
コ
ー
ト
大
崎
マ
ー
ク
ウ
エ
ス
ト

新
宿
ス
ク
エ
ア
タ
ワ
ー

ビ
ッ
グ
ス
新
宿
ビ
ル

ア
ク
ロ
ス
新
川
ビ
ル
ア
ネ
ッ
ク
ス

J
P
R
渋
谷
タ
ワ
ー
レ
コ
ー
ド
ビ
ル

Ｊ
Ｐ
Ｒ
代
官
山

Ｊ
Ｐ
Ｒ
神
宮
前
４
３
２

ア
ル
カ
イ
ー
ス
ト

Ｊ
Ｐ
Ｒ
千
葉
ビ
ル

J
P
R
横
浜
日
本
大
通
ビ
ル

新
横
浜
第
二
セ
ン
タ
ー
ビ
ル

川
口
セ
ン
タ
ー
ビ
ル

J
P
R
上
野
イ
ー
ス
ト
ビ
ル

立
川
ビ
ジ
ネ
ス
セ
ン
タ
ー
ビ
ル

田
無
ア
ス
タ

ツ
ル
ミ
フ
ー
ガ
１

キ
ュ
ポ
・
ラ
本
館
棟

Ｊ
Ｐ
Ｒ
武
蔵
小
杉
ビ
ル

物件全体の利回り　　５．９％

　　オフィス物件の利回り　　５．９％

　　商業施設物件の利回り　５．９％
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第第1010期期物件別ＮＯＩ利物件別ＮＯＩ利回り（地方）回り（地方）

事務所事務所 事務所

福　岡名古屋大阪 札幌・仙台

タイプ

地域区分

事務所 商業施設 商業施設

地方その他

事務所

20062006年年77月月11日～日～1212月月3131日日

8.8%

4.3%

9.7%

7.8%

5.3%

9.2%

5.1%

6.3%

5.5%

5.9%

6.5%

7.2%

4.0%

5.8%

4.1%

5.6%

7.9%

8.6%

5.4%
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セ
一
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損
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物件全体の利回り　　５．９％

　　オフィス物件の利回り　　５．９％

　　商業施設物件の利回り　５．９％
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第10期末評価額と還元利回り等一覧第第1010期末評価額と還元利回り等一覧期末評価額と還元利回り等一覧

________________________________________
※直接還元法とは、収益還元法（対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益の現在価値の総和を求めることにより対象不動産の試算価格を求める手法）によって収益価格を求める手法のうち、　
　一期間の純収益を還元利回りによって還元する方法。
※DCF法とは、収益還元法（対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益の現在価値の総和を求めることにより対象不動産の試算価格を求める手法）によって収益価格を求める手法のうち、連続　
　する複数の期間に発生する純収益および復帰価格を、その発生時期に応じて現在価値に割り引き、それぞれを合計する方法。

期末評価額 直接還元法 期末評価額 直接還元法

（千円） 還元利回り 割引率 最終還元利回り （千円） 還元利回り 割引率 最終還元利回り

1 兼松ビル 14,800,000 4.50% 4.10% 4.50% 28 新潟駅南センタービル 2,270,000 6.50% 6.50% 6.80%

2 兼松ビル別館 2,960,000 5.00% 4.70% 5.10% 29 明治安田生命大阪梅田ビル 10,300,000 5.00% 4.60% 5.10%

3 JPR人形町ビル 2,430,000 5.30% 5.10% 5.50% 30 東京建物本町ビル 4,210,000 6.70% 6.40% 7.00%

4 新麹町ビル 3,020,000 5.00% 4.70% 5.20% 31 JPR高松ビル 1,510,000 6.00% 6.00% 6.25%

5 JPRクレスト竹橋ビル 3,780,000 4.90% 4.80% 5.10% 32 JPR博多ビル 2,870,000 6.00% 6.00% 6.30%

6 MS芝浦ビル 16,497,000 5.25% 5.00% 5.25% 33 JPR那覇ビル 1,510,000 6.80% 6.90% 7.20%

7 五反田ファーストビル 3,640,000 5.00% 4.70% 5.20% 34 NORTH33ビル 2,970,000 5.60% 5.50% 5.80%

8 福岡ビル 2,980,000 4.70% 4.40% 4.70% 35 損保ジャパン仙台ビル 4,070,000 6.30% 5.80% 6.50%

9 JPR市ヶ谷ビル 5,330,000 4.70% 4.60% 4.90% 36 損保ジャパン和歌山ビル 1,900,000 7.30% 7.00% 7.60%

10 オーバルコート大崎マークウエスト 4,160,000 4.60% 4.50% 4.80% 37 天神121ビル 2,820,000 5.50% 5.00% 5.70%

11 新宿スクエアタワー 11,790,000 4.33% 4.23% 4.43% 38 JPR名古屋栄ビル 5,610,000 5.10% 5.00% 5.30%

12 ビッグス新宿ビル 12,200,000 4.70% 4.70% 5.00% 39 JPR堂島ビル 2,540,000 5.70% 5.50% 6.00%

13 アクロス新川ビル・アネックス 829,000 6.80% 6.00% 7.00% 40 JPR博多中央ビル 2,140,000 5.50% 5.30% 5.80%

14 JPR渋谷タワーレコードビル 14,800,000 4.10% 3.90% 4.30% 41 UFJセントラルリース本社ビル 4,390,000 5.50% 5.50% 5.75%

15 JPR代官山 1,730,000 4.60% 4.50% 4.90% 42 JPR梅田ロフトビル 16,190,000 4.45% 4.35% 4.55%

16 JPR神宮前432 4,510,000 3.30% 3.10% 3.50% 43 シュトラッセ一番町 4,010,000 5.90% 5.50% 6.00%

17 アルカイースト 7,070,000 4.70% 4.40% 4.90% 44 ベネトン心斎橋ビル 5,680,000 4.00% 4.00% 4.10%

18 JPR千葉ビル 2,060,000 5.80% 5.70% 6.00% 45 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｾﾝﾀｰ神戸 7,720,000 5.50% 5.50% 5.75%

19 JPR横浜日本大通ビル 2,700,000 5.60% 5.50% 5.80% 46 茶屋町グランデビル 5,560,000 4.00% 4.00% 4.10%

20 新横浜第ニセンタービル 1,420,000 5.80% 5.60% 6.10% 249,366,000 － － －

21 川口センタービル 10,100,000 5.60% 5.40% 5.90% 鑑定評価機関一覧

22 JPR上野イーストビル 4,420,000 5.60% 5.30% 5.80% 物件No.  3.4.7.14.17.22.23.29.30.35.36.37.39.40

23 立川ビジネスセンタービル 1,370,000 5.40% 5.10% 5.60% 物件No.  28.32.33

24 田無アスタ 13,200,000 5.60% 5.50% 5.80% 物件No.  1.2.15.20.21.43

25 ツルミフーガ1 3,720,000 5.90% 5.80% 6.10% 物件No.  6.31.41.44.45.46

26 キュポ・ラ本館棟 2,570,000 5.50% 5.00% 5.90% 物件No.  12.13.26

27 JPR武蔵小杉ビル 7,010,000 4.60% 4.60% 4.90% 物件No.  5.8.9.10.18.19.24.25.34.38

物件No.  11.42

物件No.  16

物件No.  27

ＤＣＦ法ＤＣＦ法
物件名

株式会社ヒロ＆リーエスネットワーク

大和不動産鑑定株式会社

株式会社ｴﾙ･ｼｰ･ｱｰﾙ国土利用研究所

株式会社鑑定法人エイスクエア

株式会社谷澤総合鑑定所

日本土地建物株式会社

ｼｰﾋﾞｰ･ﾘﾁｬｰﾄﾞｴﾘｽ株式会社

株式会社三友ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙ

No. No.

合計（46物件）

財団法人日本不動産研究所

物件名
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ＪＰＲ堂島ビル

天神１２１ビル

損保ジャパン和歌山ビル

損保ジャパン仙台ビル

ＮＯＲＴＨ３３ビル

ＪＰＲ那覇ビル

ＪＰＲ博多ビル

ＪＰＲ高松ビル

明治安田生命大阪梅田ビル

川口センタービル

新横浜第二センタービル

ＪＰＲ横浜日本大通ビル

ＪＰＲ千葉ビル

ＪＰＲ代官山

ビッグス新宿ビル

新宿スクエアタワー

ＪＰＲクレスト竹橋ビル

東京

都心

東京

周辺部

地方

第第1010期期物件別テナント入退去の状況物件別テナント入退去の状況

物件別入居面積と退去面積物件別増減面積（入居－退去）

（単位：㎡）（単位：㎡）

________________________________________
※ 上記グラフには、第10期中にテナントの異動がなかったビルは外しています。また、契約変更等によるテナントの異動を含みます。

20062006年年77月月11日～日～1212月月3131日日

入居面積 退去面積 増減面積

東京都心オフィス 504 757 -253

東京周辺オフィス 866 736 131

地方都市オフィス 3,666 2,063 1,603

東京都心商業 183 183 0

合計 5,218 3,738 1,481
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物件取得における意思決定機構物件取得における意思決定機構物件取得における意思決定機構

厳正なデューデリジェンスに基づいた厳格な意思決定プロセスにより、投資の可否を決定厳正なデューデリジェンスに基づいた厳格な意思決定プロセスにより、投資の可否を決定

※※1 1 コンプライアンス小委員会は、投資小委員会及びデューデリジェンス小委員会の都度開催します。コンプライアンス小委員会は、投資小委員会及びデューデリジェンス小委員会の都度開催します。

※※2 2 一定額以上の個別資産の取得（売却）については、資産運用会社の取締役会に付議し、運用に慎重を期しています。一定額以上の個別資産の取得（売却）については、資産運用会社の取締役会に付議し、運用に慎重を期しています。

起案・立案起案・立案

審査審査

取得方針決定取得方針決定

ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ

取得取得

投資小委員会投資小委員会

コンプライアンス小委員会コンプライアンス小委員会 ※※11

投資運用部投資運用部

ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ小委員会

利害関係者との取引案件利害関係者との取引案件
事前検証　／　承認事前検証　／　承認

投資小委員会投資小委員会

契約締結契約締結

　　　　 投資小委員会の決定手続きが法令、諸規則、本投資法人投資小委員会の決定手続きが法令、諸規則、本投資法人

　　　の規約、社内規定等を遵守しているかの審査　　　の規約、社内規定等を遵守しているかの審査

　　　　 売主開示資料等の内容に基づき、物件の取得方針を決定売主開示資料等の内容に基づき、物件の取得方針を決定

コンプライアンス委員会コンプライアンス委員会

／投資法人役員会／投資法人役員会

取締役会取締役会 ※※22

取得決定取得決定

一定額以上の物件一定額以上の物件
の取得決定の取得決定

　　　　 デューデリジェンス及び売主との交渉結果を受け、投資基デューデリジェンス及び売主との交渉結果を受け、投資基

　　　　 準への準拠性、取得価格の妥当性を判定し取得を決定準への準拠性、取得価格の妥当性を判定し取得を決定

　　　　遵法性、敷地関係調査、環境リスク、権利関係、その他遵法性、敷地関係調査、環境リスク、権利関係、その他

　　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ指摘事項の内容等の確認を行い、　　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ指摘事項の内容等の確認を行い、
　　問題点については解決・改善策の妥当性について検証　　問題点については解決・改善策の妥当性について検証
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利益相反取引回避の仕組み利益相反取引回避の仕組み

事前承認事前承認

JPRJPRの利害関係者との取引案件は、事前に厳格な審査に基づくプロセスを通じて意思決定の利害関係者との取引案件は、事前に厳格な審査に基づくプロセスを通じて意思決定

厳選案件のみ取引実行厳選案件のみ取引実行

　　利害関係者との取引案件

　個別資産の取得

　不動産の管理委託

　売買の媒介又は代理

　大規模修繕工事の発注

　物件の賃貸

意思決定機関

又は

取締役会取締役会

各種委員会各種委員会

事前審査事前審査

事前検証事前検証
【1st Check】　　コンプライアンス委員会

社外弁護士参加による取引の妥当性・合理性の事前検証社外弁護士参加による取引の妥当性・合理性の事前検証
常勤取締役常勤取締役44名＋ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ＋社外弁護士（特別委員）名＋ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ＋社外弁護士（特別委員）

【2nd Check】　　コンプライアンス小委員会

各種委員会の意思決定手続の事前審査各種委員会の意思決定手続の事前審査
常勤取締役常勤取締役44名＋案件担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ＋ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ名＋案件担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ＋ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【3rd Check】　　投　資　法　人　役　員　会

資産運用会社の株主から独立した役員による利害関係者取引の資産運用会社の株主から独立した役員による利害関係者取引の
事前承認事前承認
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重点投資エリアにおけるオフィス空室率と平均募集賃料の推移重点投資エリアにおけるオフィス空室率と重点投資エリアにおけるオフィス空室率と平均平均募集賃料の推移募集賃料の推移

東京東京2323区区

※ 年ベースの賃料の対象期間は各年1～12月、96～05年の空室率は、各年12月時点

(円／坪) (円／坪)

募集賃料 空室率

東京東京55区区

出所：オフィスマーケットレポート（CBﾘﾁｬｰﾄﾞｴﾘｽ）
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本資料の記載事項に関する注意事項

本説明資料の内容には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、現在入手可能な情報に基づき、本投資法人及び株式会社東京リアルティ･インベストメント･
マネジメントが予想したものであり、将来の業績を保証するものではありません。将来の業績は、既知又は
未知のリスク及び不確実性並びにその他の要因により、当該目標に対して変化し得る恐れがあることにご
留意下さい。

本説明資料は情報提供を目的としたものであり、募集・勧誘・営業等を目的とするものではありません。本
投資法人の投資証券の購入に当たっては、各証券会社にお問合せください。

本説明資料で提供している内容（法令・税制を含む）等に関しては万全を期しておりますが、その内容の正
確性・確実性を保証するものではありません。
また、予告なしに内容が変更される場合がありますので、予めご了承ください。
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